






　2016年 12月 15日・16日の日ロ首脳会談（於長門市・東京）において、北方 4島における日ロ両国の「共同経済活
動に関する協議を開始することが、平和条約締結の重要な一歩になり得る」【注1】という相互理解に達してから、2019年 1
月 22日の首脳会談（於モスクワ）に至るまで、北方領土交渉には、目に見える形での進展はないといってよく、日本








































































































5.2.　 ② ｢新生社会構想｣ と③ ｢構想実現化具体案｣ がないまま 2島返還がなされた場合の想定される北方 4島社会像
の問題点と、② ｢新生社会構想｣ と③ ｢構想実現化具体案｣
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